







































































































































































































































































































































学習院法務研究第 2 号（2010 年）
の改良特許や発展的技術のライセンスとを別立てにすると、一度ある技術の
特許ライセンスを受けて実施すると、将来的にはさらに別のライセンスを受
けなければならないような構造が作り上げられることになる。
どのような特許ライセンスの体系を構築するかは、事業の方向性、特許の
活用方法などをにらみながら、十分に検討され、決定されるべき事柄である。 
（５）特許ライセンス計画の立案
ライセンス体系が決まれば、特許ライセンスごとに、①長期・中期・短期
の目標設定、②交渉相手の決定と優先順位付け、③特許ライセンスの実行体
制、④スケジュールなどを決定していくことになる。
（６）戦略性を持った特許ライセンスを実現するための組織体制・人材
特許ライセンスを戦略性を持って実現するには、ある程度の人数を使って、
継続的に活動することが不可欠となる。そこで、特許ライセンスのための専
任組織が必要になる。今、知的財産部門の中にライセンス部や渉外部などの
名称で専任組織が置かれている企業は、多かれ少なかれ上述してきたような
ことを実践しているか、しようとしているといってよいだろう。
そして、そのような組織においては、契約などの法律知識を有すること、
技術理解力があること、情報収集ができること、交渉能力があること、戦略
的思考ができることなどの能力がある人材が求められることになる。そして、
今後はさらにマーケティング理論などを理解していることなどが求められて
くるようになるであろう。もっとも、これらの能力を兼ね備えている人材は
めったにいないであろうから、体系だった育成が重要な課題の一つとなると
思われる。
９．最後に
ここまで、特許ライセンスは、戦略性を持って高度化しつつあることを見
てきた。さらに、本稿では触れなかったが、標準化と特許ライセンス、大学
等による特許ライセンス、パテントトロールなど特許ライセンスの新しい課題
が持ち上がっており、特許ライセンスの利用形態はますます広がりつつある。
特許ライセンスの背景にある法理論は比較的単純である。企業の法実務の
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世界では、複雑、高度、新規な法理論だけが注目されているのではなく、単
純な法理論に着目してさまざまな利用が検討され、実践されているものもあ
るのである。
